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各      位 
会 社 名  株式会社アイレックス 
代表者名  代表取締役社長 髙橋 譲治 
（JASDAQ・コード6944） 
問合せ先  
取締役  管理本部長   亀井 康之 
電話03-3419-5111 

 
                            

内部統制システムの整備に関する基本方針について 
 

 
 当社は、本日開催の取締役会において、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を一部改定することを決議
いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 
 
 

記 

 
 
１． 当社及びその子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制 
（１） 当社は、当社及び当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）が共有する「アイレックスグル

ープ行動規範解説書」に基づき、法令遵守を企業活動の前提とすることを基本とする。 
（２） 当社は、「コンプライアンス委員会」「稟議制度」「内部監査」「法律顧問による助言」等の諸制度を

柱とするコンプライアンス体制を構築し、当社グループの取締役会及び使用人の職務の執行が、法

令及び定款に適合することを確保するとともに、社内研修等において、コンプライアンスの精神及

びルールの徹底を図る。 
（３） 当社グループ自らが主体的に不正行為の早期発見と是正を図るため、当社並びに株式会社アイレッ

クスインダストリアルソリューションズにそれぞれ「内部通報窓口」を設置しております。 
（４） 当社は、金融商品取引法の定めに基づき、財務報告の信頼性を確保するための内部統制に係る報告

体制を整備するとともに、「財務報告における内部統制基本方針」を制定し、有効かつ効率的な運用

及び評価を実施する。 
（５） 当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を一切遮断し、警察

等関連機関と連携して毅然と対応する。 
（６） 当社の子会社においても、その規模並びに重要性に鑑み、当社の規定及びその体制に準じた規程等

を制定し、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制を

整備する。 
 
２． 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
（１） 当社は、「文書保存管理規程」等を制定し、会社の重要情報の適正保全等の観点から、法令に準拠し

た情報管理の基準と手続等を定め、職務執行に係る情報を文書等に記録し保存する。取締役及び監

査等委員は、随時、これらの文書を閲覧できる。 
（２） 当社は、当社グループの情報セキュリティ体制を構築し、「ISO27001」の認証基準における要求事

項に適合する当社の情報管理体制の整備・改善を推進する。これらの施策を実行することにより、

取締役及び使用人の職務執行の状況を記録した書類等の作成、保存及び管理の体制を確保する。 
 
 



                       

３． 当社及びその子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制 
（１） 当社は、情報管理の不備による信用喪失等の危険を防止するための、前項の通り情報管理体制の整

備を推進する。 
（２） 当社は、経理・財務関連のリスクについては、会計ルールの徹底に基づく管理を基本としつつ、経

理の適正を確保する。 
また、「経理規程」「原価管理規程」「予算管理規程」「与信管理規程」等を制定し、投融資先の業績

及び財務状況等に関する定期的な評価を行なうなど、投融資リスクの最小化に努める。 
（３） 当社は、重大なリスク事案への不適切な対応による当社グループの社会的信用の失墜及び企業価値

の多大なる毀損を未然に防止すべく、「危機管理規程」を制定し、対象となるリスク事案及びリスク

対応体制を明確化することにより、リスク事案発生時の迅速かつ適切な対応を強化する。 
（４） 当社の子会社においても、その規模並びに重要性に鑑み、当社の規程及びその他の体制に準じた規

程等を制定し、損失の危機の管理に係る体制を整備する。 
 
 
４． 当社及びその子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（１） 当社は、定期的（原則月 1 回）又は必要に応じて臨時の取締役会を開催することにより、経営上の

重要事項の意思決定を行うとともに、当社及び子会社の業務執行に関する報告を受け、取締役の職

務執行の状況の監督を行う。 
（２） 当社は、取締役会の意思決定を補佐するため、当社の取締役（社外取締役を除く）を中心に構成す

る「グループ経営会議」を設置し、予算、中期計画、組織及び投融資案件等について事前審議を行

い、その結果を踏まえ取締役会に議案の上程を行う。 
（３） 当社は、当社及び子会社の経営幹部が出席する「グループ経営会議」を設置し、グループ連結及び

各社の業績に係る報告・意見交換を行うことにより、随時、利益計画等の進捗状況を把握・管理す

る。 
（４） 当社は、取締役会決議により、職務の執行を行う役員の担当職務を明確化するとともに、「組織規程」

「職務権限規程」を制定し、取締役・使用人の役割分担、業務分掌、指揮命令関係等を明確化し、

取締役の効率的な職務執行を図る。 
（５） 当社の子会社においても、その規模並びに重要性に鑑み、当社の規程及びその他の体制に準じた規

程等を制定し、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を整備する。 
 
 
５． 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
（１） 当社グループの経営課題に対する共通認識を持ち、グループ企業価値の最大化に向けた経営を行う

ため、当社と子会社は相互に一部の取締役を兼務する体制をとる。 
（２） 当社は、「子会社管理規程」において、当社の子会社に対し、一定の経営上の重要事項の意思決定に

ついては、その重要性に鑑み、当社における取締役会決議または当社への事前報告を求めるものと

する。 
 
６． 当社及びその子会社の取締役及び使用人が当社の監査等委員に報告するための体制その他の当社の監

査等委員への報告に関する体制 
（１） 当社は、当社の監査等委員に対する報告に係る当社グループの取締役及び使用人の義務及び仕組み

等について定めるため、「監査等委員会規程」を制定する。 
（２） 当社は、取締役会の他、その他重要会議体への監査等委員の出席を求めるとともに、業績等会社の

業務の状況を取締役又は使用人により当社の監査等委員へ定期的に報告する。 
（３） 当社グループにおいて、違法行為や多額の損失等の重大事態が発生した場合は、当該案件を担当す

る当社グループの取締役又は使用人より速やかに当社の監査等委員に報告を行う。 
（４） 当社は、内部監査部門が実施した監査結果を定期的に当社の監査等委員に報告する。 

 
 

 



                       

７． 当社の監査等委員に報告を行ったものが当該報告を行ったことを理由として不利な扱いを受けないこ

とを確保するための体制 
当社は、当社の監査等委員に対して報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告を

行ったことを理由として不利な取扱いを行ってはならない旨を「内部通報規程」に定める。 
 
８． 当社の監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する事項 

当社は、「監査等委員会規程」を制定し、監査等委員会の業務を補佐する使用人を設置しており、監査

等委員の指揮命令により職務を遂行し、その人事、評価等については監査等委員の同意に基づき実施す

る。 
 
９． 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する体制 
監査等委員が、職務の執行について会社法第399条の2の規定に基づく費用の前払等の請求を当社に行

なった場合は、審議の上、当該請求に係る費用または債務が必要でないと認められた場合を除き、速や

かにこれに応えるものとする。 
 
１０．その他当社の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（１）代表取締役は、監査等委員と定期的に情報交換を行うものとし、当社グループの経営状況に関する情

報の共有化を図る。 
（２）監査等委員より稟議書その他の重要文書の閲覧の要請がある場合、当社グループの取締役及び使用人

は、当該要請に基づき、担当部門が直接対応し、その詳細につき報告を行う。 
 

以上 


